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スライド留意事項
• このスライドは全ての情報を網羅しているわけではなく、わかりやすくポイントを絞っ
て要約した内容となっています。また、今後変更されることも予想されます。

• 介護保険制度は、更新や新しい解釈が出ることが大変多い制度です。

• 実施の際には、必ず下記の資料の最新情報を入手し、全体を確認の上ご対応ください。

（このスライドは令和７年５月１日時点の情報を基に作成しています。）

使用する主な資料
・国分寺市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例

⇒以降、本資料では「居宅条例」といいます。
・指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について

⇒以降、本資料では「居宅解釈通知」といいます。
・指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準

⇒以降、本資料では「居宅算定基準」といいます。
・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及
び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に
伴う実施上の留意事項について

⇒以降、本資料では「居宅留意事項通知」といいます。
・厚生労働大臣が定める基準

⇒以降、本資料では「大臣基準告示」といいます。 1



スライド留意事項
使用する主な資料（前頁のつづき）
・国分寺市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

⇒以降、本資料では「地密条例」といいます。
・指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について

⇒以降、本資料では「地密解釈通知」といいます。
・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準

⇒以降、本資料では「地密算定基準」といいます。
・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービ
スに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

⇒以降、本資料では「地密留意事項通知」といいます。
・厚生労働省介護サービス関係Ｑ＆Ａ集（厚労省ＨＰ令和６年１月掲載のもの）

⇒以降、本資料では「Ｑ＆Ａ」（カッコ内にＱ＆Ａ集の連番を記載）といいます。
・その他通知等

※本資料では、定期巡回・随時対応型訪問介護看護は「定巡」、
夜間対応型訪問介護は「夜間」、
地域密着型通所介護は「地密通」、
認知症対応型通所介護は「認知デイ」
小規模多機能型居宅介護は「小多機」、
認知症対応型共同生活介護は「ＧＨ」、
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は「地密特養」と略します。 2



目次
• 令和６年度報酬改定関連

１．業務継続計画未策定減算

２．高齢者虐待防止措置未実施減算

３．身体拘束廃止未実施減算

４．事業所と同一建物の利用者等に居宅介護支援を

行う場合の減算

５．重要事項のウェブサイトへの掲載

• 業務継続計画の研修・訓練

１．ＢＣＰとは

２．ＢＣＰの研修と訓練

３．ＢＣＰの研修の内容

４．ＢＣＰの訓練の内容

• 参考情報

各項目をクリック
すると、該当頁に

飛べます。

＜前編の内容＞

・指導と監査

・令和６年度の主な指摘事例

3



令和６年度
報酬改定関連

令和６年度報酬改定のうち、経過措置が終了した

減算に関わるものなどを改めてご説明します。

※条例や通知等の引用文について、表題に「※抜粋」がある場合、「…」は省略を意味します。

ただし、特に「…」の記載が無くても省略している場合がありますのでご留意ください。
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１．業務継続計画未策定減算

• 感染症と災害の業務継続計画のどちらかでも未策定の場合や、必要な措置が
講じられていない場合に減算となります。

• 訪問系と居宅介護支援の経過措置、それ以外のサービスの感染症の指針・非
常災害計画による経過措置は令和６年度末で終了しました。

• 指導で判明した場合、令和６年４月から遡って減算となります。（経過措置
の対象の場合は令和７年４月から）

概要

5



１．業務継続計画未策定減算

・ 感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、当該業務継続計画に従い必要な措置が
講じられていない場合に減算の対象となる。

・ なお、令和３年度介護報酬改定において業務継続計画の策定と同様に義務付けられた、業務継続計画の周知、研修、
訓練及び定期的な業務継続計画の見直しの実施の有無は、業務継続計画未策定減算の算定要件ではない。

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）」問７ ※抜粋

・ 業務継続計画未策定減算については、行政機関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した時点ではなく、「基準を
満たさない事実が生じた時点」まで遡及して減算を適用することとなる。

・ 例えば、通所介護事業所が、令和７年10月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が判明した場合（かつ、感
染症の予防及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っていない場合）、令和７
年10月からではなく、令和６年４月から減算の対象となる。

・ また、訪問介護事業所が、令和７年10月の運営指導等において、業務継続計画の未策定が判明した場合、令和７年４
月から減算の対象となる。

「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）」問166 ※抜粋
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２．高齢者虐待防止措置未実施減算

• 以下の１つでも該当する場合に減算となります。

①委員会を定期的に開催していない

②指針を整備していない

③年１回（ＧＨ・地密特養は年２回）以上の研修を実施していない

④担当者を置いていない

• 指導で判明した場合、その指導のあった月の翌月から、指導のあった月から
３か月以降に、事業所が提出した改善計画に基づく改善が認められた月まで
減算となります。

概要
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２．高齢者虐待防止措置未実施減算

問１ 高齢者虐待防止のための研修を年に何回以上行わなければ減算の対象となるか。
（答）

…なお、研修の回数については、サービスによって回数が異なっており、以下の通り。
・年に２回以上
…、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、…、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、…
・年に１回以上
…、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通
所介護、（介護予防）小規模多機能型居宅介護、…、居宅介護支援、…

「高齢者虐待防止措置未実施減算、身体拘束廃止未実施減算の取扱いに係るＱ＆Ａの周知について」

○ 高齢者虐待防止措置未実施減算の適用について 問１ ※抜粋
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３．身体拘束廃止未実施減算

• 以下の１つでも該当する場合に減算となります。（小多機の経過措置は令和
６年度末で終了）

①身体的拘束等の記録を行っていない

②委員会を３か月に１回以上開催していない

③指針を整備していない

④定期的な研修を実施していない

• 指導で判明した場合、その指導のあった月の翌月から、指導のあった月から
３か月以降に、事業所が提出した改善計画に基づく改善が認められた月まで
減算となります。

概要

小多機・ＧＨ・
地密特養のみ
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３．身体拘束廃止未実施減算
小多機・ＧＨ・
地密特養のみ

問１ 利用者に対して身体的拘束等をしていない場合においても、身体的拘束等の適正化を図るための全ての措置（委
員会の開催、指針の整備、研修の実施）がなされていなければ減算の適用となるのか。

（答）
減算の適用となる。
なお、施設系サービス及び居住系サービスにおいても同様である。

問３ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合の検討には、三つの要件（切迫性、
非代替性、一時性）全てを満たすことの記録が確認できなければ減算の適用となるのか。

（答）
減算の適用となる。
また、三つの要件については、以下を参考にされたい。
「切迫性」とは、利用者本人又は他の利用者の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高いこと
「非代替性」とは、身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと
「一時性」とは、身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること
なお、訪問系サービス及び通所系サービス等について、減算の適用はないが、当該要件を満たした記録の確認がで

きない場合は、指導の対象になることに留意されたい。

「高齢者虐待防止措置未実施減算、身体拘束廃止未実施減算の取扱いに係るＱ＆Ａの周知について」

○ 身体拘束廃止未実施減算の適用について 問１・問３
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３．身体拘束廃止未実施減算
小多機・ＧＨ・
地密特養のみ

【参考】

令和７年３月に、厚生労働省より「介護施設・事業所
等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き」が公
表されました。

※自治体向けの高齢者虐待対応マニュアルの別冊として

下記の厚労省ＨＰにて見ることが可能です。

ぜひご覧ください。

▼手引きURL
https://www.mhlw.go.jp/content/12304250/001484658
.pdf

※上記URLで表示されない場合、下記ページの「市町村・都道府県に

おける高齢者虐待への対応と養護者支援について（令和７年３月改

訂）」の「別冊」のリンクから見てください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000200478_

00003.html 11
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４．事業所と同一建物の利用者等に居宅介護支援を行う場合の減算

• 以下のいずれかに該当する場合に減算となります。

①同一敷地内建物等に居住する利用者

②１月あたりの利用者（当該月の給付管理票の利用者）20人以上が居住する
同一の建物に居住する利用者

• 同一敷地内建物等の場合は利用者が１人でも減算となるためご注意ください。

概要
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４．事業所と同一建物の利用者等に居宅介護支援を行う場合の減算

指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定居宅介護支援事
業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者又は指定居宅介護支援事業
所における１月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者
に対して、指定居宅介護支援を行った場合は、所定単位数の100分の95に相当する単位数を算定する。

居宅算定基準別表イ注５

⑴ 同一敷地内建物等の定義
注５における「同一敷地内建物等」とは、当該指定居宅介護支援事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び

同一敷地内並びに隣接する敷地（当該指定居宅介護支援事業所と建築物が道路等を挟んで設置している場合を含
む。）にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを指すものである。具体的には、一体的な建築物とし
て、当該建物の１階部分に指定居宅介護支援事業所がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場合など、同
一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接す
る場合などが該当するものであること。

居宅留意事項通知第３－10（１）
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４．事業所と同一建物の利用者等に居宅介護支援を行う場合の減算

居宅介護支援のみ

⑵ 同一の建物に20人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）の定義
① 「指定居宅介護支援事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物」とは、⑴に該当

するもの以外の建築物を指すものであり、当該建築物に当該指定居宅介護支援事業所の利用者が20人以上居住する
場合に該当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算するものではない。

② この場合の利用者数は、当該月において当該指定居宅介護支援事業者が提出した給付管理票に係る利用者のうち、
該当する建物に居住する利用者の合計とする。

⑶ 本取扱いは、指定居宅介護支援事業所と建築物の位置関係により、効率的な居宅介護支援の提供が可能であること
を適切に評価する趣旨であることに鑑み、本取扱いの適用については、位置関係のみをもって判断することがないよ
う留意すること。具体的には、次のような場合を一例として、居宅介護支援の提供の効率化につながらない場合には、
減算を適用すべきではないこと。
（同一敷地内建物等に該当しないものの例）
・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合
・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂回しなければならない場

合
⑷ ⑴及び⑵のいずれの場合においても、同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定居宅介護支
援事業所の指定居宅介護支援事業者と異なる場合であっても該当するものであること。

居宅留意事項通知第３－10（２）・（３）・（４）
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５．重要事項のウェブサイトへの掲載

• 今年度より、重要事項のウェブサイト（法人ホームページ又は介護サービス
情報公表システム）への掲載が義務化されています。

• 介護サービス情報公表システムにおいて重要事項説明書のアップロードが可
能です。

概要
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５．重要事項のウェブサイトへの掲載

指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。

居宅条例第24条第３項

…指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項を当該指定居宅介護支援事業者のウェブサイトに掲載すること
を規定したものであるが、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをいう。
…

居宅解釈通知第２－３（18）①※抜粋

※上記は居宅介護支援の規定。地域密着型の規定は、地密条例第34条第３項、地密解釈通知第３一４（25）①（定巡の
規定。その他は同箇所を準用）。
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５．重要事項のウェブサイトへの掲載

【参考】

介護サービス情報公表システムに掲載する
場合、「事業所の特色」に重要事項説明書
をアップロードできます。

詳しくは下記のホームページに掲載のマ
ニュアル等を参照ください。

（問い合わせ窓口も記載あり）

【インターネット上の介護サービス情報の
公表に関するマニュアル等の掲載ページ
（とうきょう福祉ナビゲーション）】

https://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/ko
hyo/index.html#riyou

出典：「介護サービス情報の公表報告システム 事業所向け記入マニュアル 2024年度公
表計画版」（東京都指定情報公表センター 公益財団法人東京都福祉保健財団）
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業務継続計画の
研修・訓練

令和６年度より経過措置が終了し義務化した

業務継続計画（ＢＣＰ）の研修と訓練について

ご説明します。

18



１．ＢＣＰとは

• 災害等の発生時（人・モノ・金が不足する状況）においても、（優先すべ
き）業務を継続（回復）することを目的として策定する計画です。（ＢＣＰ
に基づく取組も必要です。）

• 運営基準においては、感染症と自然災害の両方のＢＣＰの策定が求められて
います。

• ＢＣＰは、同じく運営基準で整備が求められている感染症対策における指針
や非常災害に関する計画（防災計画）と重複する内容も多く密接な関係にあ
るものの、目的等を別にするものです。

• したがって、仮にＢＣＰとそれ以外とを一体的に整備する場合であっても、
それぞれに必要な内容が盛り込まれている必要があります。これは、研修と
訓練を一体的に実施する場合についても同じことがいえます。

概要
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１．ＢＣＰとは

出典：「厚生労働省令和５年度介護ＢＣＰ策定
支援セミナー ＢＣＰ作成（入所系）」
資料（令和５年度厚生労働省委託事業）

防災計画との違い

出典：「介護施設・事業所における自然災害発
生時の業務継続ガイドライン」令和６年
３月（厚生労働省老健局）

20



１．ＢＣＰとは

感染症の指針との違い

出典：「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライン」
令和６年３月（厚生労働省老健局）に一部加筆

• 前頁の図を感染症対策にあてはめて
みると・・・※単純化したイメージ

• 指針は主に感染予防・拡大防止

• ＢＣＰは主に感染発生（拡大）時の
業務継続（回復）

平
時
の
取
組

初動
対応

業務
継続

感染
防止

業務
回復

全面
復旧

指針

ＢＣＰ

感染発生時の
拡大防止も含む

指針
感染防止

ＢＣＰ
初動対応
業務継続

21



２．ＢＣＰの研修と訓練

• ＢＣＰの研修と訓練は、それぞれ年１回（ＧＨ、地密特養は年２回）の実施
が必要です。

• ＢＣＰの研修と訓練は、下表にある感染症対策・非常災害対策の研修又は訓
練については、それぞれとの一体的実施が認められています。

• 上記の一体的実施の場合は、それぞれの目的の違いを踏まえて、必要な内容
を盛り込みましょう。

• 研修・訓練の実施の際は、上記のどの研修・訓練なのか明確にしたうえで、
実施した内容や参加者を記録・管理し、ＰＤＣＡサイクルに活かしましょう。

概要

感染症ＢＣＰ 自然災害ＢＣＰ

感染症対策 研修・訓練

非常災害対策 訓練

22



３．ＢＣＰの研修の内容

• 研修の内容（テーマの設定）として、例えば以下のものが想定されます。
※分類も含め、あくまで一部を例として示すものです。

概要

ＢＣＰ
感染症対策・
非常災害対策

平常時の対応

・推進体制・担当者 ・感染症・災害の知識
・事業所（利用者・従業者）の安全確保・衛生管理
・必要品の備蓄状況・使用方法 など

初動対応

・連絡体制（参集基準・内外の安否（感染）連絡先・手段）
・（感染）感染者へのケア
・（災害）初期消火等・通報・避難先 など

業務継続

・ＢＣＰ発動基準
・対応体制・優先業務 など

※厳密には区別できないものが多いと思われますが、
そもそも区別することではなく、それぞれに必要な
内容として設定しているかどうかが重要です。 23



出典：「介護現場における感染対策の手引き第３版」令和５年９月（厚生労働省
老健局）

３．ＢＣＰの研修の内容
感染症・災害の研修

出典：「厚生労働省令和５年度介護ＢＣＰ策定支援セミナー 机上訓練
（入所系）」資料（令和５年度厚生労働省委託事業）

24



４．ＢＣＰの訓練の内容

• ＢＣＰの訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害の発生時に迅
速に行動できるよう、ＢＣＰに基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症
や災害の発生時に実践するケアの演習等を行うものとされています。

• 机上での実施も認められています。（実地と適切に組み合わせながら実施）

• 訓練により得られた課題等から、ＢＣＰの見直しにつなげましょう。

概要

出典：「「企業の事業継続訓練」の考え方」平成24年３月（内閣府防災担当） 25



４．ＢＣＰの訓練の内容

• 訓練の実施にあたっては、目的に
適した方法を選択しましょう。

• 実働訓練（実地）は、主に技能向上を目的とする
訓練です。

• 机上訓練は、災害時等の状況を想定しその対応を
机上で行う訓練です。

• 机上訓練による効用は以下のものが挙げられます。

①災害時等の対応等がイメージできるようになる
②情報の収集・分析・判断能力を向上できる
③ＢＣＰの問題点や課題を発見できる
④参加者間で顔の見える関係が築ける

• 机上訓練には、グループ討論を基本とした訓練
（ワークショップ訓練）と、災害時等に近い対応
を模擬的に行う訓練（ロールプレイング訓練）が
あります。

出典：「「企業の事業継続訓練」の考え方」
平成24年３月（内閣府防災担当）

訓練の方法・内容

26



４．ＢＣＰの訓練の内容

• 訓練の内容として、例えば以下のものが想定されます
※分類も含め、あくまで一部を例として示すものです。

• 効果的な訓練となるよう、訓練の内容と方法（実働（実地）・机上）の適切な組み合わせを検討しましょう。

訓練の方法・内容

ＢＣＰ 感染症対策・非常災害対策

平常時の対応

・（感染）日常のケアの訓練（消毒等） など

初動対応・安全確保

・（災害）参集訓練
・情報収集・報告訓練（被災（感染）状況、活用できる
人・モノの状況等を把握し、内外に連絡） など

・（感染）感染者（接触者）へのケアの訓練（吐物処
理・ガウン着用等）、ゾーニング・隔離等の訓練

・（災害）避難訓練、通報訓練、安否確認訓練 など

業務継続

・対策本部設置訓練
・対策本部運営訓練（その時点で活用できる人・モノを
前提に、中断すべき業務・継続すべき業務（いつ・誰
が・何を）の判断をシミュレーション） など

※研修と同様、区別することではなく、
それぞれに必要な内容として設定しているか
どうかが重要です。

27



４．ＢＣＰの訓練の内容
机上訓練の方法

• 机上訓練（シミュレーション）においては、想定したシナリオを
用意し、それを基に参加者に具体的な行動（いつ・だれが・何を・どのように

行うか（中断するか）等）を検討させます。

• シナリオは具体的かつ現実的なものが必要です。まずは簡単なシ
ナリオから設定してみましょう。（厚労省セミナー資料等を参考に）

• 具体的なシナリオの想定が難しい場合、大枠の想定を用意し、そ
の中で具体的に起こり得るシナリオをワークショップ訓練として
皆で検討してみることも考えられます。

• より災害時に近いロールプレイング訓練の場合は、進行役（コン
トローラー）が、参加者（プレイヤー）にシナリオを時系列の進
行とともに段階的に提示し、対応を検討させます。

28



４．ＢＣＰの訓練の内容
参考：厚労省ＨＰ

「ＢＣＰの作り方の解説」の
下に「机上訓練の解説」の
セミナー動画と資料が掲載
されています。

【厚労省ＨＰ ＵＲＬ】
https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/hukus
hi_kaigo/kaigo_koureisha/do
uga_00002.html
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４．ＢＣＰの訓練の内容

出典：「国分寺市地域防災計画〈概要版〉」令和６年12月修正

参考：国分寺市地域防災計画の被害想定
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４．ＢＣＰの訓練の内容

出典：「国分寺市地域防災計画〈概要版〉」令和６年12月修正

参考：国分寺市地域防災計画における風水害の避難指示等
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４．ＢＣＰの訓練の内容

出典：「国分寺市地域防災計画〈概要版〉」令和６年12月修正

参考：国分寺市地域防災計画における富士山噴火降灰

地震や風水害だけでなく、
感染症やこうした災害等、
業務継続へのリスクは多岐
にわたります。
全てを想定することは困難
ですので、
ＢＣＰを基に柔軟に対応し
危機を乗り越えられるよう、
研修・訓練を重ねましょう。

32



参考情報
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情報収集

介護保険最新情報 ＷＡＭＮＥＴから

※実際の番号とは異なっています 34



情報収集

厚生労働省Ｑ＆Ａ 厚生労働省ＨＰから

35



集団指導における講習は
これで終わりです。

質問は市ＨＰから入力してください。

また、アンケートにもご協力を
お願いいたします。

36



ご清聴ありがとうございました。

引き続き、適正なサービス提供に
ご理解とご協力をよろしくお願いいたします。
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